
ドローンの利活用促進について 福井県資料

ドローンについては、人手不足が深刻化する産業の中で、無人航空機が効率化・無人化に寄与する用途において、重要なインフラ機能とし
て期待されており、日本成長戦略会議においても、17の戦略分野のうち3つの分野で先行して検討をすすめる主要技術として、機体・重要部
品の設備投資支援を行うなど、供給面での政府の支援が示されている。

福井県においては、県内のドローン活用の司令塔として「ドローン活用ディレクター」を設置し、ドローン防災体制の構築や能登半島豪雨
におけるドローンを活用した支援などを通じて、災害対応など有事のドローン活用における有用性を確認するとともに、橋梁や下水道などイ
ンフラ点検におけるドローン活用の実証実験を進めている。

一方で、平時におけるさらなるドローンの社会実装を進めるにあたり、飛行空域や飛行方法の制限が多いことや、新事業創出に向けて地域
の産業界やコミュニティをつなぐ人材が限られているといった制度面・人材面の課題がある。

現状・課題

ドローンの社会実装やビジネスモデルの構築に向け、次のとおり提言する。
① ドローンに関する規制を緩和し、より社会実装が進む環境を整備すること
② 新たな事業創出に向け、実証実験の段階から地域の産業界やコミュニティーを繋ぎ、コーディネートする人材を確保

すること

提言要旨

■日本成長戦略におけるドローンへの期待 ■福井県における取組 ■平時の社会実装についての課題

ドローン防災体制の構築

能登半島豪雨での支援 ドローン活用ディレクター設置

R8.3.10 成長戦略会議

２０３０年時点で８万台の機体・重要部品の
供給確保を目標として設備投資を支援

１．制度面に関すること
第三者上空の飛行について、

機体の大小に関わらず一律に
規制が課されている
また、第三者上空飛行の条

件である、機体の第一種型
式認証の取得ハードルも高い

２．人材面に関すること
物流や施設点検など、関連する複数の分野を繋ぎ

コーディネートができる人材が不足

１等操縦士 １種認証機

4,198人 １機種
（R8.1時点）

コーディネート
人材
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